黒部市告示第25号

　黒部市老朽危険空家対策支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成27年３月30日

黒部市長　堀　内　康　男　　　　　
黒部市老朽危険空家対策支援事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条
 この要綱は、安全で安心な暮らしの確保及び良好な生活環境の保全を図るため、老朽危険空家の解体にかかる費用に対する補助金の交付に関し、黒部市補助金等交付規則（平成18年黒部市規則第34号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条
 この要綱において、「老朽危険空家」とは、建築物又はこれに附属する工作物で居住その他の使用がなされていないことが常態であるものであり、かつそのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあるものをいう。
　（補助対象者）

第３条　黒部市老朽危険空家対策支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付対象となる者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 老朽危険空家の所有者又は老朽危険空家の所有権が明確である者であること。
(2) 補助金を受けようとする者及びその属する世帯全員が、黒部市税条例（平成18年黒部市条例第71号）及び黒部市国民健康保険税条例（平成18年黒部市条例第72号）に規定する税（他市区町村における場合も同様とする。）を滞納していないこと。
（補助対象工事）
第４条  補助金の交付対象となる工事は、市内業者が施工する老朽危険空家の解体工事とする。
（補助金の額）
第５条
 補助金の額は、前条の解体工事に要する費用の２分の１とし、50万円を限度とする。ただし、１平方メートル当たりの工事単価の上限は、国土交通大臣が定める不良住宅標準除却費（木造住宅の除却工事費）とする。
２　前項の規定により算出した額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

（補助金の交付申請）
第６条  補助金の交付を受けようとする者は、解体工事着手前に黒部市老朽危険空家対策支援事業交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。

(1) 空家の現況写真

(2) 空家の位置図

(3) 解体工事見積書の写し

(4) 世帯の住民票
(5) 世帯全員の納税証明書
（補助金の交付決定）
第７条
 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の審査、現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付を決定し、黒部市老朽危険空家対策支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（実績報告）
第８条  補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該補助事業が完了したときは、速やかに黒部市老朽危険空家対策支援事業実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

(1) 支払が確認できる書面の写し

(2) 工事着手前及び完成後の写真

(3) その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第９条　市長は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、補助金の交付条件に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、黒部市空家対策支援事業補助金交付額確定通知書（様式第４号）により交付決定者に通知するものとする。
（補助金の請求）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１０条　交付決定者は、前条の通知を受けたときは、速やかに黒部市老朽危険空家対策支援事業補助金請求書（様式第５号）により、市長に補助金の交付を請求する。

（交付決定の取消し）
第１１条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合には、補助金の交付の決定を取消し、又は変更することができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
(2) 補助金を他の用途に使用したとき。
(3) 補助金の交付の条件に違反したとき。
（補助金の返還）
第１２条　市長は、前条の規定により補助金の交付の決定の取消し又は変更をした場合において、当該取消し又は変更に係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、交付決定者に対し期限を定めてその返還を命ずるものとする。
（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成27年４月1日から施行する。

